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第1節　問題の所在と研究目的1
外国人留学生（以下「留学生」という。）の受け入れと日本における就職については、留学生個々人の
キャリア形成のみならず、少子高齢化社会を迎えた日本の産業・企業・地域の国際化・活性化、さら
に大学教育の国際化や外国人労働者の受け入れに関する国策等の観点から、国の政策課題となってお
り、平成20年の政府の「留学生30万人計画」を始め、「新成長戦略」（2010）等においてもその戦略的
受入れが明記され対策が実施されてきたところである。
＜地方圏に受け入れた留学生の就職をどうするのか＞
日本学生支援機構によると平成23年5月1日時点での留学生数は、東日本大震災とそれに伴う原子
力発電所事故の影響で前年度より減少して138,075人となった。しかし、平成12年に64,011人であっ
たことを考えれば、政策の後押しや大学の入学者確保策等によりこの10年間で2倍以上に増えたとい
える。地方圏に於いても12年度から22年度までの10年間に、九州で3.7倍になるなど全ブロック地
域ですべて倍以上に増加している。
近年、各大学では学生のキャリア教育と就職支援策を拡充してきた。この中で、留学生の日本での
就職に関しては、日本の就職活動や日本企業の人事管理等に対する留学生の理解・情報不足等種々の
課題が明らかになってきている。企業においても、留学生に関する情報不足や理解不足等の問題が山
積し、結果として、就職を希望しながら果たせず帰国したり進学したりする者も多い。法務省入国管
理局によると、卒業時に日本企業への就職を目的として在留資格変更許可申請を行い許可された者は
2011年に8586人、この数字が2004、5年に5千人台であったことからすれば、当局の資格変更の運用
改善も含め留学生の就職環境は明らかに改善しているといえるものの、毎年の卒業生数や諸調査によ
る日本での就職希望状況からみると、依然として就職数はかなり少ないといえよう。前述のような政
府の政策や大学経営の必要性から地方圏では多くの留学生を受け入れ、その半数以上が日本での就職
1 ここでは、一つの労働市場を形成している首都圏地域、及び近畿圏地域以外の県やブロック別の地域を想定している。
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を希望している 中で、留学生を受け入れている大学が今後どのようにこの留学生の出口問題に対応
していくのか課題は大きい。
＜日本での就職希望の背景は何か＞
また、留学生が描く自らのキャリアデザインと日本の企業の人事方針や制度との食い違いは長期的
に留学生の就職支援のあり方や地方の企業の外国人活用策を考えるときに重要な点である。留学生が
どのように自分のキャリアデザインを考えているのか、あるいはそもそも明確にデザインしているの
か、などの実態と問題点の把握・整理がまず必要である。留学生の就職に関しての企業や留学生の実
態と意識については各所で調査研究が行われるようになったが 2、就職希望の有無・内容等の把握を超
えて、その背景にある個々人の生き方や働き方を規定する価値観やキャリアについてのプラン、デザ
インに踏み込んで調査したものはほとんどない。前述したように、留学生の日本での就職については
「推進」という目標が先行する中で、実際は多くの問題が存在し前進も容易ではない。それを進める
ためには、如何に円滑に目先にある求人と留学生のマッチングを図るかというシステム改善を中心と
した方策だけでは不十分で、日本というファクターを入れた留学生本人の生き方や働き方をどうデザ
インするかということと、日本の企業の国際化に対応した雇用システムを如何に作るかということを
考えて支援していく必要がある。
＜地方の留学生はグローバル人材か＞
さらに、近年、経済・社会のグローバル化の進展により、産業界からは「グローバル人材」を求め
る声が一段と高まり、大学等教育機関への人材の育成要請も強まっている。こうした中、「国を問わ
ず最適な立地や人材マネジメントによる事業展開を目指す企業」と、「そうした企業での国境を越え
ての活躍を目指すモチベーションの高い人材」が、それぞれ「グローバル企業」、「グローバル人材」の
「典型」として、一括りに語られがちであり、留学生についても、こうした「グローバル人材」とし
て議論の対象となっているように見える。しかし、地方大学に学ぶ多数の留学生や地場の中小、中
堅企業と接していると、首都圏あるいは大都市圏を中心として行われてきた全国調査の結果や上述
の議論の「典型」とは異なる実態があり、その実態と課題をきちんと把握することがまず重要と考
える。
以上のような問題意識から、本稿は、県内大学に多くの留学生が在籍している一方で、製造業を中
心とする企業集積が多く比較的雇用機会に恵まれながらも留学生の雇用が低調な栃木県を対象に、留
学生の就職に対する意識、就職活動の実態と問題点を、その背景となる個々の留学生の属性、価値観
やキャリアプラン、キャリアデザインという視点を踏まえて明らかにし、地方圏で暮らす留学生の姿
を踏まえた、就職をめぐる問題点と対応策を考察しようとするものである。また、その際に留学生の
就職の受け皿となる地場企業についての問題点を明らかするために、留学生の採用・雇用の実態と意
識について調査を実施した。本稿では、この企業調査結果のうち、留学生の就職を阻害していると思
われる企業サイドの基本的な要因について考察し、留学生調査結果と合わせて、県内での留学生の就
職を促進するための方策に示唆を得ようとするものである。
2 労働政策研究・研修機構2008、2009、土井2011など
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なお、栃木県に限定した調査を行うことについてであるが、そこで起こっている留学生や企業の実
態が他の地方や大都市圏にもあてはまる共通な課題を含んでいると考えている。前述したように、「グ
ローバル人材」として「典型」的な姿がひとくくりにされ議論されがちであるが、地方における幅広い
調査の実施によって、大都市圏中心になりがちな全国調査では見えにくい、「グローバル」と一括り
にできない異なるタイプの留学生や企業の実態を把握したいと考えた。
第2節　調査の概要
2－1．留学生調査
① まず、種々の問題状況を把握しアンケート調査に活かすため、日本企業に就職した様々なタイプ
の元留学生へのヒヤリング調査を実施した。（県外の大学卒業生・企業を含む 6カ国 12名。
2009.8 ～ 10）
② 次いで、留学生に対するアンケート調査を実施。栃木県留学生交流推進協議会を通じて県内全大
学（短大・高等専門学校含む）に在籍する留学生768名を対象に実施、有効回収数354（回収率
46.1%）。そのうち、4年制大学の正規生（医学生を除く）219名のデータを使用し以下の分析を行っ
た。調査票該当配布数539、回収率40.6%。（2009.12 ～ 2010.1）
2－2．企業調査
① 県内企業に対し留学生の採用・雇用の実態と意識に関するアンケート調査を実施。栃木県経
営者協会の会員企業278社対象。有効回収数101社（回収率　36.3%）。全国動向との比較のた
めに、労働政策研究・研修機構による留学生調査（2008，2009）と共通の調査項目も設定した。
（2011.1）
② 上記企業のうち、協力可能と回答した企業及びその他回答内容により依頼した企業12社につ
いて、ヒヤリング調査を実施。県内に本社を持ち、正社員数40人台から3000人超まで、業種
は製造、金融、小売、サービス（学習塾、食堂運営、福祉）。採用経験のない企業については
将来留学生の雇用見込みがあると答えたものを対象とした。さらに、そこで働く元留学生5名
についてヒヤリングを行った。（2011.3 ～ 7）
本稿では、アンケート調査の単純集計の一部とヒヤリング調査結果を中心に分析した。留学生及び
企業調査の全結果については科学研究費補助金研究成果報告書「留学生の日本での就職を阻害する要
因に関する研究－キャリアデザインの視点から－」（2012.3）に収録した。
第3節　調査結果の分析とそこから示唆されるもの
3－1．留学生調査　
3－1－1．留学生像
まず、栃木県の留学生はどのような留学生なのだろうか。その属性、留学動機、価値観、キャリア
プランの観点からみていく。
アンケート調査によると、29歳以下が8割以上、私費留学が全体の8割を占めている。また、母国
の高校を卒業してすぐ来日したという者が学部生の約7割を占めるなど、日本人学生とほぼ同年代で
ある。（図－1、表－1、表－2）
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図－１　アンケート調査回答留学生プロフィール（年齢別）
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表―１アンケート調査回答留学生プロフィール（出身国・地域別）?
?
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
?
?
?
N=219 人数 割合（%） 
ア?
ジ?
ア 
東アジア 
中国 123 56.2 
韓国 20 9.1 
台湾 10 4.6 
モンゴル 4 1.8 
東南アジア 
マレーシア 16 7.3 
ベトナム 13 5.9 
タイ 7 3.2 
カンボジア 5 2.3 
ラオス 3 1.4 
南アジア 
バングラディッシュ 3 1.4 
ネパール 2 0.9 
スリランカ 1 0.5 
中
東 
イラン 1 0.5 
サウジアラビア 9 4.1 
ヨーロッパ 2 0.9 
合? 計 219 100.0 
表－１　アンケート調査回答留学生プロフィール（出身国・地域別）
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表―２??アンケート調査回答留学生プロフィール（文理別、来日時期別）?
?
N＝219 学部
（人） 
割合（%） 院（人） 割合（%） 全体
（人） 
割合（%） 
研究科 
文 74 47.4 23 36.5 97 44.3 
理 82 52.6 40 63.5 122 55.7 
合? 計 156 100.0 63 100.0 219 100.0 
日本に来た 
タイミング 
母国の大学や大学院を卒
業した後 
17 10.9 19 30.2 36 16.4 
母国の高校を卒業した後 104 66.7 15 23.8 119 54.3 
母国で就職し、退職後 18 11.5 17 27.0 35 16.0 
母国の大学や大学院の交
換留学生として 
1 0.6 5 7.9 6 2.7 
その他 13 8.3 6 9.5 19 8.7 
不明 3 1.9 1 1.6 4 1.8 
合? 計 156 100.0 63 100.0 219 100.0 
表－２　アンケート調査回答留学生プロフィール（文理別、来日時期別）
282
日本での生活のモチベーションに影響すると考えられる留学動機を見ると、専門学問の追求という
理由よりも、視野を広げたいという動機が最も多く、また日本を選択した理由については、日本の技
術や社会への関心、日本が好き、日本で生活してみたいなど日本社会そのものの評価を理由に挙げる
者が目立つ。最も強い理由を見ても、留学動機は「視野を広げて成長したい」が、日本選択理由は「高
い技術や経済発展の仕組みに身近に触れられる」が1位となっている。
日本発のアニメ等の文化に親しんで育った世代が、興味の延長として留学をとらえていることが推
測される。最も人数の多い中国人は一人っ子政策世代であり、私費留学がほとんどを占めており、い
わば留学の「大衆化」の実態がこれらの調査結果から見える（図－2、図－3）。
学びの目的をしっかりと持って来日し、その後希望どおり学んだ専門分野での就職につなげ満足感
を持って仕事に従事しているケースも元留学生のヒヤリング調査結果からは見られるが、予備ヒヤリ
ング調査結果からは、前向きな理由ではなく、民族的な問題も含め母国での厳しい経済・就労環境の
中でよりよい人生設計の可能性を求めて来日するケースや、受験の失敗など落ち込んだ状況の中で消
極的理由からの来日ケースなど多様な動機が見られる。栃木の大学を選んだ理由は「学びたい分野や
専攻があった」という理由が最も多いが、その他は、奨学金などの経済的支援、合格できそう、暮ら
しやすい・東京に近いという現実的な理由に拠っている。
大切にしている考え方についても聞いているが、最も多かった回答は、家族との幸せな、豊かな、
安定した生活であり、母国との架け橋、出世、挑戦という項目は下位であった。今の留学生のこうし
た結果は、日本人の新入社員の意識調査結果 3と類似した傾向である点が興味深い 。（表－3）
さらに留学前後でのキャリアプランの有無や内容を見ると、若くして母国を離れて来日した留学生
の「揺れ」が見える。キャリアプランを留学後に変更する留学生は多い。キャリアプランを変更した
3 日本生産性本部調べ　平成22年4月入社者対象（学部・大学院構成を本調査と同率に調整して算出）、「楽しい生活をし
たい」（36.1%）、「経済的に豊かな生活を送りたい」（20.2%）「自分の能力を試す生き方をしたい」（17.7%）、「社会のた
めに役に立ちたい」（15.5%）、「社会的にえらくなりたい」（3.2%）など。
図－２　海外に留学する理由［複数回答］（N＝219） 図－３　日本に留学する理由［複数回答］（N＝219）
学位（学士、修士、博士など）
を取得したい
専門分野の知識を深めたい
視野を拡げて成長したい
今までの生活を変えたい、
やり直したい
海外で暮らしたい、
就職したい
母国語以外の言語能力を
身につけたい
母国を離れたい
母国での評価を高めたい
周囲の人（家族や親戚、先生、
友人など）のすすめ
母国に希望する大学や大学院
がない
その他
日本が好きだから
学びたい分野の大学や
大学院がある
日本で就職したい
日本で生活してみたい
日本語能力を身につけたい／
高めたい
（すでに日本に）家族や親戚、
友人がいる
留学しやすい
安全な環境で生活できる
高い技術や経済発展の
仕組みに身近に触れられる
母国から、地理的に近い
その他
不明
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学生にその理由を自由に記述してもらった。80名が記載、うち25名は「変化なし」と回答しながら何
らかの記述をしている 4。この自由記述から、以下のことがわかった。
キャリアプランを「考えた・考えている」は来日前よりも来日後は増加し、「考えない」「考えたけ
れど決められなかった」は減じている。総じて、「考えた」という方向に変化、さらに、日本滞在を選
択する方向での変化をしたものが多い。記載のうち最も多かったのは、「やりたいことがあるので日
本にもっといたい」というタイプで、日本で暮らす中で、自分の考え方や行動、目標が変わったとい
うものが最も多く、さらにその中で、もっと勉強したい、もっと経験を積みたい、日本語が上手にな
りたいなどの目的があるケースが多い。また、日本を肯定的に評価するようになって（日本の文化が
好き、日本人の努力を評価など）日本でもっと暮らしたいという者もいる。具体的にキャリアデザイ
ンを描けるようになった、進学を目指すようになった、一人で異国に来て初めて成長や自立を実感し
た、自信がついた、という回答から、留学が個々の若者のキャリア形成に一定の成果をあげたことが
見て取れる。予備ヒヤリング調査においても、同様に、親の影響下からの独立感や、人間としての自
立、成長が語られ、日本での暮らしを選択する理由となっている。一方で、日本での暮らしに適応し
ない、日本語に挫折した、あるいは、母国が懐かしいとの回答も少数だが見受けられる。
一方、留学生を取り巻く環境要因、すなわち経済情勢、家族要因も留学生のキャリアプランに大き
な影響を与えていることがわかった。前述の「日本にいたい」と並んで多かった回答は、日本や母国
の経済情勢に関するもの（母国経済が悪化した、日本経済が悪化した等）であり、生活苦を訴え帰国
するという者もいた。家族との同居のための帰国など家族要因も大きい。ヒヤリング調査からも、恋
愛や結婚が日本滞在・就職選択に大きな影響を与えていることがわかる。
留学当初から強い目的意識を持って来日するという従来型の留学生ではなく、高卒後すぐ来日した
若い留学生が多い今日、こうした環境要因等により個人のライフプラン、キャリアプランはより一層
4 自由記述については多くの留学生の声を把握するため、今回の分析対象の正規生以外の交換留学生などの非正規生のコ
メントも加えて分析した。詳細は前出の科学研究費補助金研究成果報告書p145-147参照）。
3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
? 項目名?
非常に大切と思う?
人の割合（％）?
1 家族と幸せに暮らしたい? 63.9  
2 家族を豊かにしたい? 54.8  
3 安定した生活を送りたい? 46.1  
4 得意なことや好きなことを追求したい? 43.4  
5 毎日を気楽に暮らしたい? 42.9  
6 母国や地元の発展に貢献したい? 38.8  
7 社会に貢献したい? 37.0  
8 収入や財産を増やしたい? 34.2  
9 母国との架け橋になりたい? 33.3  
10 出世したい? 26.9  
11 挑戦の多い人生を送りたい? 25.6  
12 周囲の人から尊敬されたい? 23.7  
表―３? 大切にしたい考え?
 表－３　大切にしたい考え
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影響されることであろう。
このことは、採用にあたって企業が最も気にしている留学生の希望勤続期間の調査結果にも表れて
いる。企業の懸念とは異なり、勤続年数の長さについては、「5年以上」や「できるだけ長く」という回
答が3割と多いのが注目される。また、「働いてから考える」、「目標達成まで」、「わからない」など期
間の予測が立てられない人が3割となっており、将来設計が未定、あるいは、結果的に状況の変化の
中で長く勤務する人がかなりいると考えられる。企業が想定するよりも、留学生の将来設計には様々
な可能性があることが明らかである。（図－4）　
3－1－2．就職に関する意識、就職活動の実態　
では、留学生は卒業後の進路をどう考えているか。日本での就職希望については、アンケート調査
によれば、全体で54.3%の学生が日本での就職を希望しており、日本での就職を「希望している」及
び「現在は希望していないが以前は就職活動をしていた」のうち55%が日本企業への就職を望んでい
る。（表－4、表－5）
前出のキャリアプランについての調査項目の結果からは、進路を考えた・考えている人（全体の
85.4%）のうち、「すぐ母国に帰る」は27%、「しばらく日本にいてそれから帰る」48%、「日本でずっと
暮らす」21%となっている。「しばらく日本にいる」、「ずっと暮らす」の場合、それぞれ、「日本企業
等に就職」が最も多く、帰国後も「日本企業その他日本にかかわる企業」を選択するとしている。
日本で働く際の就職希望地（複数回答）では、雇用需要の多い首都圏との回答が最も多かったが、
栃木県という回答も4割近くにのぼった。留学経験を重ねるうちに人間関係が構築され、そのつなが
りや大都会にはない良さ、住みやすさを実感して地元への愛着が増し、栃木県での就職を希望するこ
とがヒヤリング調査からわかった。
日本で就職する理由については、「日本で学んだことや日本語を活かしたい」、「先端の技術やビジ
ネスの進め方を学びたい」が最も多いが、「母国より日本に親しみを感じるから」や「母国事情がわか
らないから」という理由も注目される。また、「もっと日本で暮らしたい」「もっと日本や日本語につ
いて学びたい」という理由で就職を希望する割合も大きい。（表－6）　近年の留学生の特徴が反映され、
私費来日、視野の拡大という理由、安定・豊かさ志向、日本での自分の望む人生の可能性の高さ、日
図－４　日本での就職希望者の希望勤続期間（N=126  不明除く）
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本語能力の高さと、留学生の日本での就職希望度との関係が示唆されるところであるが、この点は今
後更なる分析が必要である。
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表－６? 日本で働きたい理由［複数回答］?
?
（日本での就職を「希望している」、「現在は希望していないが以前は就職活動をしていた」???名を ???として集計）?
?
?
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
?????? 人数? 割合（?）?
日本で学んだことや日本語の能力を活かせるか
ら?
76 58.0 
先端の技術やビジネスの進め方を学べるから? 73 55.7 
母国など、さまざまな国と取引ができるから? 29 22.1 
日本で人脈やネットワークを持ちたいから? 22 16.8 
友達が日本で就職する（した）から? 4 3.1 
母国の方が就職が難しいから? 11 8.4 
母国より日本に親しみを感じるから? 9 6.9 
母国の事情や就職状況がよくわからないから? 9 6.9 
日本の方が給与が高いから? 42 32.1 
もう少し日本や日本語について学びたいから? 45 34.4 
家族が住んでいるから? 3 2.3 
日本でもっと暮らしたいから? 34 26.0 
たまたま就職先が見つかったから? 1 0.8 
その他? 3 2.3 
不明? 5 3.8 
回答者数? 131 3.8 
表－６　日本で働きたい理由［複数回答］
の就職を「希望している」、「現在は希望していないが以前は就職活動をしてい
た」131名を100として集計）
4 
 
表－４? 日本での就職希望［単一回答］?
?
N=219 人数 割合（%） 
希望している 119 54.3 
現在は希望していないが以前は就職活動をしていた 12 5.5 
希望していない 78 35.6 
その他 9 4.1 
不明 1 0.5 
合? 計 219 100.0 
?  
表－４　日本での就職希望［単一回答］
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表－５? 日本での進路希望［単一回答］?
?
（日本での就職を「希望している」、「現在は希望していないが以前は就職活動をしていた」131 名を 100 として集計） 
?
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
N=131 人数 割合（%） 
日本企業に就職 72 55.0 
日本の外資系企業に就職 37 28.2 
日本の学校で教員になる 4 3.1 
日本で起業 3 2.3 
日本の研究機関に就職 7 5.3 
その他 4 3.1 
不明 4 3.1 
合? 計 131 100.0 
表－５　日本での進路希望［単一回答］
（日本での就職を「希望している」、「現在は希望していないが以前は就職活
動をしていた」131名を100として集計）
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3－1－3．就職活動から見える問題
まず、就職活動の前提として、留学により得られた成果をどう認識しているかについて見ると、「専
門知識」、「日本語力」等の、当初からの留学目的であり獲得が認識しやすいと考えられる知識や学力
に関する項目が多く選択されている。一方で、日本で就職する場合に重要なポイントとなる「経験や
強みに関する項目」への回答は低めであった。人間関係構築力や行動力・主体性、生活や健康のコン
トロールなど、留学生活の中では自然に得られたり、あるいは意識して過ごすことで獲得を自覚でき
たりするであろう項目については、複数回答で2割以下しか回答がなかった。留学生活の中で何を得
たのかの認識・気づきを促す支援の必要性が示唆される。（表－7）
日本で就職活動を行う際に活かせると思うものについて上位項目を挙げると、これもまた「日本語
能力」（61.8%）がトップで、「専門知識」（55.0%）、「日本の事情についての理解や知識」（39.7%）となっ
ている。これらの項目は、留学目的として挙げた学生も多く、その成果を活かしたいと考える学生が
多いことが推測される。しかし、例えば、日本語についても、企業は日本語能力だけを求めているの
ではなく日本企業で働くための理解や態度を含めたものを求めていることまで学生の思いが至ってい
るかは疑問である。さらに、多くの企業が日本人学生と異なる付加価値を期待しているが、「母語の
能力」や「母国の事情についての理解や知識」を活かせると考える留学生は少ない。留学生は若い時か
ら母国を離れており、母国事情、とりわけ最新の母国のビジネス事情については必ずしも理解してい
ないと思われる。（表－8）。
日本での就職の成功には、日本の就職活動に対する理解や選考対策への本人の努力が重要であるが、
さらに、大学内外での様々な活動や、コミュニケーションによる人間関係の構築力というべき基礎的
能力が就職の可否を左右する要因の一つとなっていることが調査から示唆される。予備ヒヤリングの
中の典型的な事例として、人との関係構築に非常に積極的であった留学生が住居の提供、大学院進学、
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表－７? 日本への留学によって得たもの? [３つまで選択] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
N=219 人数 割合（%） 
知識や学力に 
関するもの 
日本についての知識 108 49.3 
日本人の特徴や考え方への認識 106 48.4 
日本語力 145 66.2 
専門知識 92 42.0 
（専門知識以外の）学力 19 8.7 
経験や強みに 
関するもの 
人間関係を築く力 45 20.5 
努力や頑張る力 72 32.9 
課題を見つけ、解決していく力 23 10.5 
幅広い視野や考え方 63 28.8 
行動力や主体性 18 8.2 
自信 32 14.6 
自分の生活や健康を管理する力 37 16.9 
異文化体験 65 29.7 
その他 0 0.0 
得たものはない 0 0.0 
不明 2 0.9 
回答者数 219 100.0 
表－７　日本への留学によって得たもの　[ ３つまで選択]
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就職先紹介といった重要なタイミングで人との得がたい出会いやその援助により乗り切ってきている
ケースがみられたことを始め、他の留学生のヒヤリング調査からも同様に「人との出会い」の重要性
が指摘された。しかし、アンケート調査では学内外の活動状況を聞いているが、その結果を見ると、
生活上の情報入手先として、インターネットと「学内の留学生の友達」という回答がとびぬけて多く、
留学生間でのネットワークが強いことがうかがえる。
一方、就職活動の情報源としてはインターネット、ガイダンスや説明会の利用が主で、キャリアセ
ンターなどの学内支援部署の割合も高いが、「相談に利用した」ものとしては、母国の友人・先輩と
並んで、「日本人の友人や先輩」の役割が大きく、また、教員も大きい。ヒヤリング調査でも、でき
るだけ日本人と付き合うようにしていた、という発言や、日本人の友人や先輩を就職活動時の相談相
手としたという発言があり、そういうケースでは結果的に就職にあまり苦戦していない。日本の就職
活動には留学生に見えにくいことが多く、その間を埋める情報の入手や、相談相手として、日本人の
友人をはじめ、キャリアセンターの教職員等誰かのサポートは有効とみられる。
以上のような状況の中、これから就職活動を行う留学生は、8割以上が不安を感じているという結
果となった。就職活動に向けて知りたい項目として、自分に合った仕事、就職活動の基本知識、採用
選考の内容や準備、企業選択の基準、進路やキャリアの計画や目標の立て方など、半数以上の学生が
キャリア形成支援のメニューのほとんどの情報を求めていることがわかった。（図－5）
これはこれまで述べてきた留学生調査結果と重ね合わせると納得がいく。若くして来日した留学生
が、自分の将来の進路や具体的な就職活動に向けて、自分を理解すること、産業・企業・職業を理解
することのみならず、自分の進路やキャリアに対する計画や目標の立て方等の基本的な事項も含めて、
理解ができていないという状況にあるということである。キャリア教育の実施が大きな課題となって
いる日本人学生と変わらない状況にあることを示している。
8 
 
 
表－８? ? 日本での就職にいかせると思うもの? ?複数回答??
?
?
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
?????? 人数 割合（%） 
日本語能力? 81 61.8 
母語の能力? 38 29.0 
日本語・母語以外の外国語の能力? 41 31.3 
専門知識? 72 55.0 
働いた経験? 41 31.3 
日本の事情についての理解や知識? 52 39.7 
母国の事情についての理解や知識? 24 18.3 
人脈・ネットワーク? 17 13.0 
さまざまな文化に対する理解や関心? 40 30.5 
資格・特技? 17 13.0 
性格や特性? 10 7.6 
その他? 1 0.8 
活かしたいもの、活かせるものはない? 0 0.0 
不明? 8 6.1 
回答者数? 131 100.0 
表－８　日本での就職に活かせると思うもの　[複数回答]
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3－2．企業調査結果
3－1－1．回答企業のプロフィール
企業調査の回答企業の状況は表－9のとおりである。アンケート調査の回答企業を見ると、85.1%
が本社が栃木県にある地元企業であり、調査結果はほぼ地元企業の留学生に関する実態と意識を表わ
すものといえる。（表－9）
図－5　就職活動をするにあたって知りたいこと
（複数回答 N=87   4割以上を抜粋）
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  社数 割合（%） 
業
種 
建設業・製造業 54 53.5?  
卸売業・小売業 16 15.8?  
サービス業・その他 31 30.7?  
合? 計 101 100.0?  
従 
業 
員 
数 
30 人未満 4 4.0?  
30～99 人 24 23.8?  
100～299 人 26 25.7?  
300～999 人 26 25.7?  
1000 人以上 20 19.8?  
無回答 1 1.0?  
合? 計 101 100.0?  
本
社 
所
在
地 
栃木 86 85.1?  
それ以外 15 14.9?  
合? 計 101 100.0?  
表－９? アンケート調査回答企業プロフィール?
 
表－９　アンケート調査回答企業プロフィール
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3－2－1．採用状況と事前イメージ
回答のあった101社について、過去3年間及びそれ以前に留学生を正社員またはフルタイムの契約
社員として採用した経験のある企業は約24%、76.2%の企業では経験がまったくない。しかし、今後
の採用見込みは、約4割が「あると思う」と答えている。類似の全国調査 結果と同様に、留学生を採
用したことがない企業では採用見込み企業は少ない（約22%）のに対し、採用経験ある企業は96%が
採用見込みありとしている。（図－6、図－7）採用経験のない企業の半数以上が採用しない理由とし
て「社内の受け入れ体制が整っていないから」を挙げている。こうした回答の裏に留学生雇用への職
場適応への不安、不信等様々な不安があると思われ、また、経験の有無がネガティブなイメージを形
成していることがわかった。そこで留学生に対する企業の持つイメージをみると、採用経験がある企
業とない企業でかなり違いがあることがわかった。定着率が低い、在留手続き等がわずらわしい、日
本の雇用慣行になじまない等のマイナスイメージ項目で経験のある企業とない企業の差が大きい。こ
れは労働政策研究・研修機構が行った全国版の調査とほぼ同じ結果となっている。（図－8）
3－2－2．グローバル化の進展と採用ニーズ
留学生の採用は企業経営のグローバル化との関わりが大きい。アンケート調査では栃木県の企業の
現状を踏まえて、「海外事業展開 5」 という言葉を使ったが、海外展開を行っておらず今後も予定がな
い企業は全体の約7割近く、3割は今後展開予定・検討中、あるいは現在海外展開を行ってお今後は
現状維持もしくは拡充を考えている企業であった。（展開中だが今後は縮小すると答えた企業はゼロ
であった。）採用経験や今後の採用見込みを見ると、海外展開している企業や今後可能性のある企業
で明らかに多い。また、約4割の企業がグローバルな人材へのニーズは「ある」とし、多くが「外国人
留学生の採用」で確保しようとしていた。こうした状況からはグローバル展開の進展につれ今後留学
生の採用可能性が増加することが見込まれる。一方、海外展開なく今後も予定のない企業でも約3割
が採用見込みありと答えているのは興味深い。
5 ここでは、海外展開とは現地法人や支店等海外に何らかの拠点を設けて事業活動を行うこと、あるいは拠点はなくとも
海外法人との協力関係の構築、提携や取引を行うこと、とした。
???? ??? ????
???? ???? ????
? ???? ????
??? ??? ???
????? ???? ?????
?? ??? ??? ??? ??? ????
計?
図－６? 過去３年間での外国人留学生の採用の有無（Ｎ＝１０１）?
過去３年間で採用したことがある?
過去３年間では採用しなかったが、
それ以前に採用したことがある?
過去に一度も採用したことがない?
?????
?????
?????
?????
?????
????
????
????
?? ??? ??? ??? ??? ??? ??? ??? ??? ??? ????
図－７? 外国人留学生の今後の採用見込み（Ｎ＝１０１）?
あると思う?
ないと思う?
無回答?
計 
採用したことがない 
採用したことがある 
図－6　過去3年間での外国人留学生の採用の有無（N=101）
???? ??? ????
???? ???? ????
? ???? ????
??? ??? ???
????? ???? ?????
?? ??? ??? ??? ??? ????
計?
図－６? 過去３年間での外国人留学生の採用の有無（Ｎ＝１０１）?
過去３年間で採用したことがある?
過去３年間では採用しなかったが、
それ以前に採用したことがある?
過去に一度も採用したことがない?
?????
?????
?????
?????
?????
????
????
????
?? ??? ??? ??? ??? ??? ??? ??? ??? ??? ????
図－７? 外国人留学生の今後の採用見込み（Ｎ＝１０１）?
あると思う?
ないと思う?
無回答?
計 
採用したことがない 
採用したことがある 
図－7　外国人留学生の今後の採用見込み（N=101）
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アンケート調査結果を踏まえてさらに12社についてヒヤリング調査を行ってその結果を分析する
と以下の通りである。企業のグローバル化を、経営や人的資源管理の観点から、1「国内限定」、2「輸出・
輸入」、3「現地進出」、4「国際化」5「グローバル化」と分類し、企業により到達目標もそのプロセスも
多様ではあるが、一般的なパターンと見られる1から5へとグローバル化が進むと考え 、対象企業の
ヒヤリング結果から上記のグローバル度に応じて企業をプロットした。
結果は図－9のとおりで、県内企業においては県内で最もグローバル化していると見られる大手企
業でも第4の段階と見られる。海外市場で大きなシェアを保って海外展開を意識した経営を行ってい
る県内有数の中小・中堅企業の場合でも、第2 ～ 3段階にあった。県内企業の大部分が、海外進出も
視野にあるがまだ具体化していない企業、あるいはまったくその考えのない企業であろう。前述のア
ンケート調査結果に現れた留学生採用経験や今後の採用見込みがあると答えた海外展開予定のない企
業は、この図の「国内限定」に分類されるような企業と考えられる。こうした企業の中には、留学生
を採用する明確な理由は見られず人手不足からの日本人の代替的採用と考えられるケースが見える。
留学生採用に動き始めた企業は、グローバル化の第一歩、上述の2の段階にあるものが多い。現地と
のビジネスのリエゾン役としてその国の留学生を採用するという段階である。その場合は、せいぜい
1、2人などと採用枠は少なく、継続的採用が見込めない場合が多い。また、リエゾンとして当該企
業の事情や日本の事情に精通していることが必要で、ヒヤリング調査からも、日本人社員との日本語
によるコミュニケーションが図れることや、チームワーク、協調性など日本の企業の風土に合うこと
といった「日本人らしさ」が求められる傾向が強いことがわかった。また、なんらかの意味で日本人
の代替的採用の場合はさらに「日本人」的な部分が求められるであろう。ちなみに、採用決定ポイン
トとして最も多くの企業が挙げているのは「日本語能力」である。
アンケート調査では、留学生を採用する理由として、「国籍に関係なく優秀な人材を確保するため」
図－8　企業のネガティブなイメージ
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が7割近くを占め、全ての企業が採用枠について「日本人と区別なく採用」と回答しており、8割前後
の企業が「人事管理も日本人社員とまったく同様の扱い」と回答している。その一方で、留学生の将
来の役割として、経営幹部への登用と答えた企業は一社もなかった。「現地法人の経営幹部」、「高度
な技能・技術を生かす専門人材」等との回答のほかは半数の企業が「一般の日本人社員と同様に考え
ている」と答えている。こうした回答状況は、グローバル化に向けて文字通り国籍は関係なく一定の
ランクの経営幹部までは活用していこうという企業がある一方で、留学生の採用方針や長期的戦略が
明確でないまま、あるいは図－9のように日本人の代替としての採用をしている企業があることを示
していると考えられる。
3－3．まとめと考察
調査の結果から、栃木県で学ぶ留学生像は、多様であるものの全体の傾向として「グローバル企業
において国境を越えての活躍を目指すモチベーションの高い人材」という「典型的」なグローバル人材
や、従来留学生として想定されていた「目的とそれへの強い意欲を持って来日」という像とも異なる
図－9　企業のグローバル化の進展と留学生雇用の状況
10 
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ものであった。すなわち、調査から得られたその姿は、日本人学生と同年代でどちらかというと内向
きな価値観を持つ者が多いなど似た特徴が見られる。強い意志と目的を持って来日というよりも、漠
然とした理由のもとに来日している者が多く、現実生活から抜け出したい等多様な個人的状況が見ら
れ、留学の「大衆化」とでもいえるような状況にある。留学生は若くして母国を離れ異国での経験を
積み重ねていく途上にあって、また、母国の経済や家族等の環境要因によって、ライフプラン、キャ
リアプランをどう作っていくのか、ともすれば母国と日本の間で立ち位置・アイデンティティをどう
確立するかさえも課題である。その点で、同世代の日本人学生以上に大きな課題をかかえていると考
えられる。また、典型的なグローバル人材と言うよりは、馴れ親しんだ地元栃木県や首都圏で就職し
て暮らしたいというタイプが想定以上に多いことも指摘できる。留学生にとって母国の労働市場やビ
ジネス社会は未知の世界であり、その中で日本の企業、雇用システム、就職活動のやり方等の日本独
特の事情を理解しながら就職し自らのキャリア形成を図っていく必要がある。また、留学で得たもの、
自分の強みの分析も不十分で、何を重視して企業選択するかの基本的な理解が不十分であることが見
える。実際に、就職活動に様々な点から不安を感じている姿が調査から明らかになった。これは日本
人学生と共通の課題でもあり、さらに、それ以上の支援が必要でもあるといえる。ヒヤリング調査か
らも、学びと将来の関係を検討するきっかけを持てなかった、或いは専門とまったく異なる分野にし
か仕事がない、などの場面に遭遇する事例があがっており、前述したように、見えにくい情報の多い
日本の就職活動を乗り切るためにも、人とのネットワークが重要で、日本人の友人も含め、何らかの
サポートが不可欠である。
企業調査からは、県内企業の留学生に対する意識や採用の実態が明らかになった。特に、経営のグ
ローバル化はまだ多くの企業で初期の段階にあった。そこでの留学生の採用人数は限定的であり、ま
た、日本語のコミュニケーションやチームワークがとれるなどできるだけ日本人と変わらぬ人材が求
められる傾向がある。一方で、国内限定事業の企業においても留学生の採用が見られ、まさに日本人
の代替として、「日本人と差のない」能力が期待され、より一層「日本人らしさ」が求められる。また、
採用経験のない企業に顕著であるが、雇用する前に留学生の採用・雇用に不安とネガティブなイメー
ジを抱いて門を閉ざしている企業が多いということが明らかになった。
＜留学生の就職促進のための方策について＞
以上の調査結果と考察を踏まえて、地元企業においてさらに留学生の就職を増やすには具体的にど
うしたらよいかを考えたい。世界経済のグローバル化の中で、県内企業のグローバル化も避けて通れ
ず、また、地域・産業の活性化にとっても必要と思われる。各企業が一層の海外展開のステップを上
げるためには経済団体や行政の支援も必要であろう。こうしたグローバル展開に伴い、人材、すなわ
ち、「日本人らしい」留学生ではなく、個別の国籍を問わない「グローバルな人材」としての能力を持
つ人材が求められることとなり、この場合、留学生の側としても、母国語だけではなく他の言語や真
の国際感覚・経験を培い、グローバルに活躍できる人材として自らの能力開発を行う必要があり、大
学などの教育機関としてもその育成に尽力する必要がある。
しかしながら、同時に、数多く在学している留学生の就職を現実問題として進めていく必要がある。
調査結果から、こうしたグローバル企業の段階に至らない、あるいは、完全に国内限定事業をしてい
る多くの地元企業においても、顧客の多国籍化や取引先の国際化などが予想され、国内外の事業から
のグローバルな人材需要は増え、留学生が県内企業で活躍する可能性は増加すると思われる。現に、
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企業調査結果から今後の留学生の採用可能性が明らかとなった。留学生採用が当初は職場での軋轢を
伴うとしても、職場の日本人社員の国際感覚の向上や職場の活性化をもたらすことは調査からも見え
てきた。こうした効果に眼を向け、国境を越えて活躍できる様々な人材を、特に県内にたくさん在住
している留学生の採用という形で確保・育成することは意味のあることであろう。グローバル化した
世界を背景に少子高齢化社会が進む中で、企業として発展を遂げ、地域の活性化にもつなげることに
資することとなると考える。前述したように、県内の留学生は、必ずしも「典型的な」グローバル人
材というよりも、地元に馴染み、「県内の大学や大学院で学びながら培ってきた人間関係や生活のし
やすさ、土地勘などが魅力となって県内で就職を決めようとしている」タイプが多く、地方圏に於け
るひとつのグローバル化の形として、留学生および企業双方にとって有効な選択肢と考えられる。
こうしたことから、当面は「日本人らしい」外国人の採用が進むということになろうが、しかしな
がら、その場合でも、企業サイドとしては、留学生が力を発揮して企業の発展にもつなげるために、
日本の企業の雇用システムが世界の中ではむしろ異質な面が多いことを認識して、外国人にとって働
きやすい制度や企業環境の構築が不可欠であろう。例えば、留学生などの外国人の高度人材の採用と
活用に向けた経営方針や求める人材像を明確にし、それを外部に発信すること、評価基準の明確化な
どのモチベーションを高めるための人事制度の導入、多様性のある職場についての日本人社員の認識
を高める取り組みなどである。こうした取り組みは、今後、職場の中で外国人だけでなく、若者、女
性、高齢者等多様な意識と能力を持つ人材が多様な働き方をすることが増える中で、企業にとって不
可欠な取り組みとなるのではないかと考える。さらに、地元への愛着やエネルギーを持った留学生は
貴重な存在で、社内活性化のための要員、母国との架け橋役といった役割だけでなく、たとえ短期間
で帰国しても、ビジネスチャンスにつながる存在になる可能性（企業家、起業家、消費者、ネットワー
ク構築の絆としても）を持っている。そういう存在として、企業・地域全体で長期的に、戦略的に県
内で学んだ留学生をどう活用するかという視点をもって取り組むことが必要と考える。　
一方、留学生の側についても対策が必要と思われる。前述したとおり、就職活動をする前に、自分
が学んできたことや強みなどについて自己を理解すること、日本の産業・企業、そこでの雇用の仕組
みや考え方を理解することを始め、自分が将来どう生き、どう働くか、どうキャリアデザインをして
いくかを考えさせるような様々なキャリア教育を実施していく必要があろう。宇都宮大学では経済界
とも連携して留学生に対する体系的な支援に着手したところであるが、その支援の現場からも、近い
将来であれ、自分がどのような生き方・働き方をしたいか、そのためにはどのようなタイプの企業に
就職したいのかが明確でないままに就職活動に突入し失敗していく事例が多く見られる。したがって、
留学生が学ぶ大学として、いわゆるキャリア教育を早期から体系的に実施していくことの必要性は大
きいと考えられる。また大学内外の生活の中で人的なネットワークを構築することや日本語能力の獲
得が重要であることの認識を高めていく工夫も求められる。
以上に加え、企業調査結果にみられたような留学生への企業の先入観・イメージの払拭、また、留
学生の日本企業についての理解不足等の払拭のために、就職活動の前段として、留学生と企業の交流
の場の設定が非常に重要であることが示唆される。
最後に、今後の課題についてであるが、今回、広範な観点から、栃木県内の留学生と企業を対象に
調査を実施し、留学生と企業双方からの実態と意識についての基礎的な資料を得た。留学生の就職問
題を考えるにあたっては、こうした資料を踏まえ、就職の成否に関わる様々な要因と実際の就職の成
功との関係について、さらに、要因ごとに精緻に分析を加え事例研究を進めるとともに、地元企業の
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グローバル化の進展度合いや、それぞれの段階で必要な人材とその課題についても、事例研究を進め
論点を整理する必要があると考える。そうした成果に基づき、さらに地方圏における留学生のキャリ
ア教育や就職支援のあり方、企業にとって必要な対応のあり方の考察と実践を深めていきたい。
謝辞　
本研究は、平成21－23年度文部科学省科学研究費補助金による「留学生の日本での就職を阻害する要因に関す
る研究－キャリアデザインの視点から－」の研究成果の一部である。また、研究協力者の石井徹氏、斎藤幸江氏，
董皓月氏との議論に大きな示唆を受けるとともに、調査の実施や結果図表の作成に助力をいただいたことにお礼
申し上げたい。
参考文献
・日本学生支援機構（2012）「平成23年度外国人留学生在籍状況調査結果」　
・日本学生支援機構（2010）「平成21年度私費外国人留学生生活実態調査概要」
・法務省入国管理局（2011）「平成22年における留学生等の日本企業等への就職状況について」　
・文部科学省（2010）「わが国の留学生制度の概要」　文部科学省高等教育局　
・栃木県（2011）「新とちぎ産業プラン」　栃木県産業労働観光部　
・厚生労働省（2008）「一部上場企業本社に於ける外国人社員の活用実態に関するアンケート調査結果」厚生労働
省職業安定局　
・労働政策研究・研修機構（2008）「外国人留学生の採用に関する調査」　JILPT調査シリーズNo.42，
・労働政策研究・研修機構（2009）「日本企業における留学生の就労に関する調査」　JILPT調査シリーズNo.57
・雇用・能力開発機構　アジア人口・開発協会（2007）「アジア各国からの留学生の雇い入れに関する実態調査報
告書」
・（株）三菱総合研究所（2004）「留学生の日本に於ける就職状況に関する調査」厚生労働省委託
・厚生労働省（2004）「専門的、技術的分野の外国人労働者の雇用管理のあり方に関する検討委員会報告書－人文
知識・国際業務編－」第2章，pp17-19
・経済産業省（2007）「グローバル人材マネジメント研究会報告書」
・日本経済団体連合会（2010）「産業界の求める人材像と大学教育への期待に関するアンケート」日本経団連社会
広報本部　
・（株）ディスコ（2010）「外国人留学生の採用に関する調査アンケート結果」　
・末廣啓子（2012）「留学生の日本での就職を阻害する要因に関する研究－キャリアデザインの視点から－」科学
研究費補助金研究成果報告書
・白木三秀（2003）「日本企業の国際人的資源管理」　日本労働研究機構
・白石勝己（2006）「留学生数の変遷と入管施策から見る留学生10万人計画」　『ABK留学生メールニュース』
 第61号　アジア学生文化協会
・茂住和世（2010）「『留学生30万人計画』の実現可能性をめぐる一考察」　東京情報大学研究論集Vol13 No.2，
pp40-52
・土井康裕（2008）「留学生就職支援プロジェクト調査報告　留学生採用に関するアンケート」　『名古屋大学留学
センター紀要』第7号，pp13-20
・土井康裕（2011）「愛知県における留学生労働市場の分析―愛知県の平成2年度「県内留学生就職活動実態調査を
基に－」　『名古屋大学留学生センター紀要』第9号，pp5-12
・袴田麻里（2009）「静岡県における留学生の就職意識と企業（製造業）の留学生採用意識」『静岡大学国際交流セ
ンター紀要』第3号、pp79-93
・斎藤幸江（2011）「留学生の就職・採用」　『人事労務』No.1097，pp14-21　産業総合研究所
295

